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巻頭言

法政大学　岡本 義行

　法政大学地域研究センターは 2003 年度オープンリサーチセンター整備事業計画（文部科学省の私

立大学学術研究高度化推進事業）による財政支援によって設置された。当初東京都台東区と協力し

て、地域の中小企業支援事業に取り組んだ。地域の政策研究も推進した。

　地方のおかれた状況は深刻である。消滅都市が大きな話題となったが、自治体の総合戦略によるま

でもなく、東京都内でさえ地域によっては人口減少はまぬがれない。地域課題は地方の中山間地ば

かりでなく東京などの大都市にも存在する。無縁社会や高齢化に対する地域コミュニティの再生、低

水準の合計特殊出生率への対応、子供の貧困に代表される貧困などである。産業の構造改革も必要に

なった。

　本研究センターの研究や事業はさらに幅広い地域活性化の取り組むこととなった。地域の当面して

いる政策課題の解決を通して政策研究を深め、研究者や政策担当者の養成を目的としている。

　本研究センターは体験的・実践的な「実習型人材育成プログラム」に取り組んできた。台東区を

フィールドとして社会貢献も目指している。自治体などとの事業の中で蓄積したノウハウを活用し、

さらなる協力協定を締結している。地域づくりを担う人材育成やビジネスに関する学び直しに取り組

んできたが、さらに、近年「女性活躍」や「合計特殊出生率」に関わる政策に取り組んでいる。

　本研究センターは地域に関する調査、事業、そして研究を担ってきた。国の地方創生政策のもと

で，地方創生、地域活性化、あるいは地域再生の事業は大きな展開をみせた。残念ながら、国の政策

は「働き方改革」に転換した感があるが、地域活性化は今後も不可欠な政策である。地域調査研究の

成果として、『地域イノベーション』を公刊している。
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